注　教示文の置き換えについて

農地転用の許可のうち、知事の許可権限に係るものであって許可に係る農地の面積が２ヘクタールを超えるものについては、様式第17号から様式第24号まで、様式第43号、様式第44号及び様式第91号中の教示文を次のとおり置き換えること。
	（教示）

１　この処分に不服があるときは、地方自治法（昭和22年法律第67号）第255条の２の規定により、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に、審査請求書（行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第15条に規定する事項を記載しなければなりません。）正副２通を農林水産大臣に提出して審査請求をすることができます（なお、処分があったことを知った日から60日以内であっても、処分の日から１年を経過したときは、審査請求をすることはできません。）。

　　なお、審査請求書は、香川県知事を経由して農林水産大臣に提出することもできますし、また、直接農林水産大臣に提出することもできますが、直接農林水産大臣に提出する場合には、中国四国農政局長（岡山市北区下石井１丁目４番１号　岡山第２合同庁舎）に提出してください。

ただし、当該処分に対する不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、農地法（昭和27年法律第229号）第53条第２項の規定により、この処分があったことを知った日から60日以内（処分があったことを知った日の翌日から起算します。）に、裁定申請書（鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律（昭和25年法律第292号）第25条の２第２項各号に掲げる事項を記載しなければなりません。）正副２通を公害等調整委員会に提出して裁定の申請をすることができます。

２　この処分の取消しを求めるときは、この処分についての審査請求に対する裁決の送達を受けた日から６か月以内（送達を受けた日の翌日から起算します。）に、香川県を被告として（訴訟において香川県を代表する者は、知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、処分についての審査請求に対する裁決の送達を受けた日から６か月以内であっても、裁決の日から１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできません。）。

３　この処分の取消しの訴えは、農地法第54条第１項の規定により、この処分についての審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次の①から③までのいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

①　審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。

②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

③　その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。


